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新ষ動匧厐にปढた南海トラフ地震対策のৰ厇新ষ動匧厐にปढた南海トラフ地震対策のৰ厇

ⅠⅠ 平成平成2727ফ২ফ২予算編成のポイント予算編成のポイント
課題解決先進県を目指し、事業のさらなるバージョンアップを促進課題解決先進県を目指し、事業のさらなるバージョンアップを促進

○ 27ফ২当初予算でु「課題解決先進」をਬき続きਝ定し、「ਸ਼ڮ産業ஷ௪ੑ」等のரੑにൕげ
た目標を達成するための事業など、課題解決先進県を目指した事業への重点的な配分を実施する 。

○ 「課題解決先進」への要求にし、ใோ事業を積ா的にৄઉし、ਔੵにेる事業のੌみ౹इ・ংー
ジョンアップを促進するため、26ফ২予算ऊैచしたપの1.5倍（※一般財源ベース）まで要求可能。

○ 費৷対ટ等の௴点ऊैใோ事業について積ா的なৄઉしを実施し、課題解決先進県を目指したॉੌみ
を推進するため、経常的経費は△5％のシーリング（投資的経費はゼロシーリング）。

事業のৄ卟し、課題解決への勚ॉ匢みに対厸するため「課題解決先進枠」をಲ勸事業のৄ卟し、課題解決への勚ॉ匢みに対厸するため「課題解決先進枠」をಲ勸

国の動向の把握と県予算への反映国の動向の把握と県予算への反映
○ 地方েृ税ਫの৮など、বのにਔし、積ா的にੲਾ収ૐをষい、ম県への୶をৄாめた
上で確実に予算に反映。

新ষ動匧厐にปढた南海トラフ地震対策のৰ厇新ষ動匧厐にปढた南海トラフ地震対策のৰ厇
○ H25.6策定の「વਲॺছই地൜対策ষੑ」にൕげた目標を達成するために要な事業をା実に実施。
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「南海トラフ地震対策の推進」新ষ動匧厐にൕげた目ఏ成のために必要な経費を積み上げ「南海トラフ地震対策の推進」新ষ動匧厐にൕげた目ఏ成のために必要な経費を積み上げ

県経済や雇用への配慮と財政県経済や雇用への配慮と財政の健全化のの健全化の厥য়厥য়
○ 県ড়のථैしध౻৷を支इるため、通૦ਝ事業費の一般財源પ（地方債含む）を確保し、વਲॺছই
地൜対策ृয়ठोたॖンইছତを推進する。

○ বの経ੋ対策にेॉ積みয়てैोた基স事業ીവ後ु、産業ஷ௪ੑのਘৡな推進ृ日ম一の೨শํ県
づऎॉのା実な実ষなどに要な事業を継続。



ⅡⅡ 予算要求フレームの考え方予算要求フレームの考え方

「課題解決先進枠」「課題解決先進枠」既存事業のৄ卟しಉにेる新厶事業既存事業のৄ卟しಉにेる新厶事業

「南海トラフ地震対策の推進」「南海トラフ地震対策の推進」必要経費を積み上げ必要経費を積み上げ

歳出歳出予算予算 3,0493,049億円億円（一般財源ベース（一般財源ベース））(3,026(3,026億円億円))／／H26H26当初比当初比0.80.8％増％増歳出歳出予算予算 3,0493,049億円億円（一般財源ベース（一般財源ベース））(3,026(3,026億円億円))／／H26H26当初比当初比0.80.8％増％増

ＨＨ
2626
同同
額額

地方税等
・地方税
・地方費税算স
・地方譲与税
・交通安全対策特別交હস
・地方特交હস

913億円（846億円）

地方交હ税・ಏৎ財政対策債
1,958億円

（2,026億円）

その他
・ઞ手મ ・財産収入
・一般ఞဟস ・入স
・௭স ・諸収入

90億円
（90億円）歳入予算 2,961億円（一般財源ベース）(2,962億円) ／H26当初比±0％

歳入歳出差額歳入歳出差額 8888億円億円(64(64億円億円))
○୷પについては財政৹ତ的基সのॉടし等で対ૢ○୷પについては財政৹ତ的基সのॉടし等で対ૢ

既存事業のスクラップ＆ビルドを促し、各
事業のバージョンアップに誘導するために
ଇ的経ଞ経費にঐイॼス३ーজンॢを勳
定し、課題解決先進県を目指した新たな事
業への匤勷配ীをষअ

22（注）・「今後の財政収支の試算について（H26.9.18）」に基づき算出。
・সપは注ऋないॉ一般財源ベース。২પをંすुのではない。
・（ ）は平成26ফ২当初予算。

「南海トラフ地震対策の推進」「南海トラフ地震対策の推進」必要経費を積み上げ必要経費を積み上げ

裁
量
的
経
常

裁
量
的
経
常

扶助費その他
社会保障関係経費

532億円
（518億円）

公債費
655億円

（664億円）
ＨＨ
2626
同同
額額

ଇ的経費ଇ的経費400400億円億円(390)(390) 義務的義務的経費経費2,6492,649億円億円(2,636)(2,636)

積み上げ
定数のスリム化の継続（△2億円）
退職手当債の発ষ೪（10億円）

＋0.８%（＋8億円）
積み上げ

△1.4%（△9億円）

経常
453(453)

・税交હস
・出資স
・বಛନ൬স
・産休病休等

投資
1(1)

・災害୮೮

南
海
地
震
対
策
の
推
進

33
億
円
（
31
）

167
億円
(176)

その他の義務的経費その他の義務的経費
454454億円億円

（（454454億円億円））

積み上げ・自然増
扶助費＋3.2％（1億円）

社会保障＋3.2%（13億円）

人件費
1,008億円

（1,000億円）

裁
量
的
投
資

裁
量
的
投
資
72
億円
(72)

ポ
ス
ト
経
済
対
策
基
金

7
億
円
（
11
）

【【課題解決先進枠課題解決先進枠】】
H26H26比削減額比削減額××1.51.5までまで要求可要求可

100

業への匤勷配ীをষअ

大
規
模
事
業
等
限
り
経
費

億
円
（

）

112 
（参考）退職手当債含む人件費

1,038億円
（1,040億円）

事業ৄ卟しী事業ৄ卟しী

ｼｰﾘﾝｸﾞ▲ｼｰﾘﾝｸﾞ▲55％％
▲▲99億円億円



ⅢⅢ 予算予算編成の主な編成の主なスケジュール（予定）スケジュール（予定）

1010月月 ○○ 11６日６日 予算編成方針通知予算編成方針通知

1111月月
○ 14日 予算ৄ積છ出
○ 21日 予算ৄ積要公表資મ財政課出
○ 下旬 ଂऊै予算ৄ積要の知事ঞॡ（12月上旬まで）

平成平成平成平成26年年年年

1212月月 ○○ 上旬上旬 当初予算ৄ積要の勗勖当初予算ৄ積要の勗勖

11月月
○ 中旬 財政課শં、ਜশੈ৮、ਜশં
○ 下旬 知事査定

22月月 ○ 中旬 当初予算案記者発表

平成平成平成平成27年年年年
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